檜原村高齢者等ごみ収集支援事業実施要綱

平成２７年４月１日
要綱第　　号
（目的）

第１条　この要綱は、檜原村一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に従って一般家庭の日常生活に伴って生じた廃棄物（以下「ごみ等」という。）をその指定された集積所に排出することが困難な高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）に代わって当該ごみ等を戸別に収集する事業（以下「ごみ収集支援事業」という。）を実施し、高齢者等の日常生活の負担を軽減し、もって在宅の高齢者等の福祉の増進に資することを目的とする。
（用語の定期）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　（１）高齢者　６５歳以上の者をいう。
　（２）障害者　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成
　　　　17年法律第123号）第４条第１項に規定する障害者をいう。

（対象者）
第３条　ごみ収集支援事業は、檜原村に住所を有し次のいずれかに該当する高齢者等の
　うち、指定された集積所に自らごみを排出することが困難で、他に協力を得ることが
　できないと認められる者とする。
　（１）介護保険法（平成9年法律第123号）に基づき要支援もしくは要介護と認定さ

　　　れた者で６５歳以上のひとり暮らしの高齢者または、６５歳以上の者のみで構成
　　　されている世帯
　（２）ひとり暮らしの障害者または障害者のみで構成されている世帯
　（３）７５歳以上の者のみで構成されている世帯
　（４）前各号に掲げる者のほか、村長が必要と認める者
（収集するごみ等）

第４条　収集するごみ等の種類は可燃ごみ、不燃ごみ及び資源物とする。
（収集）
第５条　ごみ等の収集日及び収集品目は、ごみ収集支援事業の決定を受けた高齢者等（以下「利用者」という。）と協議の上決定するものとし、原則として週１回の収集とする。
２　ごみ等の収集場所は、原則利用者の玄関先とする。
（変更、中止等の連絡）

第６条　利用者は、申請内容に変更が生じたとき、一時的に利用を停止しようとするとき、一時停止している利用を再開したいとき、又は対象者としての要件を失い中止するときは速やかに村へ報告するものとする。
（利用申請）

第７条　ごみ収集支援事業を利用しようとする者は、檜原村高齢者等ごみ収集支援事業利用申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）を村長に提出するものとする。
２　前項の申請書の提出は、高齢者等の親族又はひとり暮らし高齢者等を介護する者等が行うことができるものとする。
（調査及び決定及び通知）

第８条　村長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、檜原村高齢者等ごみ収集支援事業利用申請確認票（様式第２号）により、必要な調査を行い、利用の可否を決定し、檜原村高齢者等ごみ収集支援事業利用決定・却下通知書（様式第３号）により当該申請をした者に通知するものとする。
（利用者の管理）
第９条　事業の利用者については、檜原村高齢者等ごみ収集支援事業利用世帯台帳（様式第４号）により、台帳を整備し利用者の詳細把握と収集業務の円滑な遂行に努める。
（声かけ等）

第10条　利用者の申請により、収集時に「声かけ」を行うことができるものとする。
２　「声かけ」に対する返事がない、又はごみが連続して出ていないときは状況に応じて利用者の安否確認を行うものとする。また、確認が取れないなど場合によっては申請書記載の緊急連絡先に連絡するものとする。
附　則

　　この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。
